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建設予定地に関する確認書

令和　　年　　月　　日
糸島市長

下記のとおり、建設予定地に関する確認書を提出します。
	法人の名称
（予定名称）
	ﾌﾘｶﾞﾅ

	
	

	代表者又は
設立代表者
	職・氏名
	ﾌﾘｶﾞﾅ

	
	
	
	印

	主たる事業所の
所在地
	

	法人設立日
（設立予定日）
	昭和・平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日　　設立（予定）

	建設予定地
	糸島市

	併設予定事業所の有無
（○印）
	 有 ・ 無 
	併設予定事業名
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	都市計画制度の区域
（○印）
	都市計画区域
	市街化区域　・　市街化調整区域 
非線引き　　・　都市計画区域外

	用途地域
	　

	公共下水道の状況（○印）
	有　・　無



№３８　様式１９　建設予定地に関する確認書

○土地明細書（建設予定地の筆別に記入ください。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人(予定法人)名　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	所在地
	地番
	地目
	公簿面積（㎡）
	取得方法
	取得（予定）状況
	抵当権
の有無
	抵当権解除の予定

	①
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	②
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	③
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	④
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑤
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑥
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑦
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑧
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑨
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	

	⑩
	　
	　
	　
	　
	□自己所有・□売買
□賃借・□寄附
	□取得済・□取得予定（確約書有り）
□賃借予定（確約書有り）・□未定
	□有
	□解除可能（確約書有り・確約書無し）□解除未定（　　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	□無
	


（注）　該当する□を■とすること。

○ 関係部署・機関との協議状況

法人(予定法人)名　　　　　　　　　　　　　　

（土地利用に係る関係部署・機関との協議の状況）
※ 土地利用に関して関係機関との協議の状況について、都市計画法・農地法・農業振興地域の整備に関する法律・文化財保護法・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律・その他各種法令等の適用状況及び指導の概要などをご記入ください。
	日付
	相談・協議先
（担当課・担当者名）
	相談・協議の内容
（各種法令の適用状況、指導の内容等）

	Ｒ
	

	

	Ｒ
	

	

	Ｒ
	

	

	Ｒ　
	

	

	今後の協議予定
	相談・協議先
（担当課・担当者名）
	相談・協議の内容
（各種法令の適用状況、指導の内容等）

	Ｒ　
	

	

	Ｒ
	

	

	Ｒ
	

	


記入欄が足りない場合は適宜追加してください。

○応募書類の提出や、今回の応募の担当として下記の者を指定します。
	担当者氏名
	
	役職（予定）
	

	担当者住所
	

	連絡先
	電話：　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

	電子メール
	






（書類の作成に当たっての注意事項）

①　「建設予定地に関する確認書」の提出者が新規設立予定の社会福祉法人の場合は、予定名称・設立代表者名にて作成してください。

②　「併設事業の有無」について、「有」に○を付けた場合は、予定併設事業名（例：短期入所生活介護・通所介護・小規模多機能型居宅介護　等）を記入してください。

③　「都市計画法の規制」について、都市計画法上での区域及び用途地域での規制状況を記入してください。予定地内の筆別に区域又は規制が異なる場合は適宜欄を追加し記入してください。（農地法での規制の有無等）

④　「土地明細書」の「取得方法」の欄の取得・賃借の状況（予定）について、記入欄のチェックボックスを■に塗りつぶしてください。

⑤　「土地明細書」の「抵当権の有無」の欄について、建設予定地に第三者による抵当権が設定されている場合は、「抵当権の解除の予定」について該当する項目のチェックボックスを■に塗りつぶしてください。また、抵当権解除が未定の場合は未定の理由等を（　　）内に記入してください。

⑥　各様式の枠が不足した場合は、枠を適宜調整して作成してください。
